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自己資本と経常利益が時価総額に与える影響の大きさを比較する

際には，推定された係数ではなく，標準化回帰係数を比較するべきで

ある。したがって，自己資本よりも経常利益のほうが推定された係数

が大きいことのみを根拠に自己資本よりも経常利益のほうが時価総

額に対する影響が大きいと言うことはできない。 

実際，表 4 の標準偏差を用いて標準化回帰係数を算出すると，標準

化回帰係数は自己資本のほうが経常利益よりも 6 倍以上大きい。この

結果から，自己資本よりも経常利益のほうが時価総額に対する影響が

大きいとは言えない。 

また，表 5 の経常利益の係数の P 値は 0.421 である。したがって，

そもそも経常利益が時価総額に影響を与えているとは言いきれない。

このことからも，自己資本よりも経常利益のほうが時価総額に対する

影響が大きいと言うことはできない。 


